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連 結 注 記 表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1．連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。
連結子会社の数 ４社
連結子会社名 元気株式会社

ＤＡＸＥＬ株式会社
ダイコク産業株式会社
アロフト株式会社

2．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

3．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券
その他有価証券
市場価格のない
株式等以外のもの

時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない
株式等

移動平均法による原価法

②棚卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
商品・製品・原材料・仕掛品 主として総平均法による原価法
貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却方法
①有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016
年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によってお
ります。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 及 び 構 築 物 ６～50年
工具、器具及び備品 ２～20年

②無形固定資産 定額法によっております。
ただし、ソフトウエアの市場販売分については、販売可能期間(３年)、自社利用
分については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

③投資不動産等 定額法によっております。
ただし、不動産以外の資産については定率法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 15～47年
不動産以外の資産 ３～15年
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（3）重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結
会計年度末に見合う分を計上しております。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に充てるため、内規に基づく当連結会計年度末要支
給額を計上しております。

製品保証引当金 製品販売後に発生する製品保証費用に備えるため、当該費用の見積額を計上
しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生した翌連結会計年度から費用処理することと
しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に
より按分した額を費用処理しております。

（5）重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及
び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
①情報システム事業部
情報システム事業は、主にパチンコホール向けコンピュータシステム、景品顧客管理システム、情報
公開システムの開発・製造・販売をしております。
これらのうち、製品設置を伴うものについては、主に顧客が当該サービスに対する支配を獲得する検
収時点において履行義務が充足されると判断しており、検収時点で収益を認識しております。
製品設置を伴わないものについては、出荷時から商品の支配が顧客に移転される検収時までの期間は
通常の期間であることから、出荷時に商品に対する支配が顧客に移転されるものと判断し、物品の出荷
時点で収益を認識しております。
②制御システム事業部
制御システム事業は、主に、パチンコ遊技機用表示ユニット、制御ユニットの開発・製造・販売、パ
チスロ遊技機の企画・開発・製造・販売並びに遊技機に使用する部品の販売をしております。
これらのうち、物品販売は、主として商品の販売において、出荷時から商品の支配が顧客に移転され
る検収時までの期間は通常の期間であることから、出荷時に商品に対する支配が顧客に移転されるもの
と判断し、物品の出荷時点で収益を認識しております。
開発案件は、顧客に対する支配が継続的に移行するため、履行義務の充足に伴って収益を認識してお
ります。
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（6）重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法
原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の
要件を充たしている場合には振当処理を採用しております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。
ヘッジ手段：為替予約
ヘッジ対象：製品輸入による外貨建買入債務及び外貨建予定取引

③ヘッジ方針
外貨建取引においては、主に当社の内規である「為替リスクヘッジ運用規程」に基づき、為替変動リ
スクをヘッジしております。なお、投機目的でのヘッジは行っておりません。
④ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段の相場変動を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価し
ております。

（7）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

・連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
当社及び国内連結子会社は、翌連結会計年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行するこ
ととなります。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」(2020年法律第８号)において創設された
グループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた
項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱
い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資
産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。
なお、翌連結会計年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人税
並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計処理
及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）を適用する予定であります。

（会計上の見積りに関する注記）
繰延税金資産の回収可能性
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
繰延税金資産 679,116千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①見積りの算出方法
将来減算一時差異及び繰越欠損金に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタックス・プランニ
ング等により、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。
②見積りの算出に用いた主な仮定
課税所得の見積りは、連結会社ごとに将来の製品及び商品の販売数量の見込み等を織り込んだ事業計
画を基礎として見積もられております。
また、新型コロナウイルス感染症の影響については今後の広がり方や収束時期を正確に予測すること
は困難ですが、期末時点で入手可能な情報をもとに事業計画に織り込んでおります。
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③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
新型コロナウイルス感染症の影響を含む経済状況の変動等により、当初の見積りに用いた仮定が変化
した場合は、将来の課税所得の見積りに重要な影響を及ぼす可能性があり、繰延税金資産が減額され税
金費用が計上される可能性があります。

（会計方針の変更）
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該
財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、製品の国内の販
売において、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出
荷時に収益を認識しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従
っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会
計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ175,202千円増
加しております。また、利益剰余金の当期首残高は66,086千円増加しております。
収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示して
いた「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示し、
「流動負債」に表示していた「前受金」は、当連結会計年度より「契約負債」に含めて表示しております。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と
いう。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」
（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準
等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結財務諸表に与える
影響は軽微であります。
また、（金融商品に関する注記）において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を
行うこととしました。

（表示方法の変更）
（連結損益計算書）
前連結会計年度において、「営業外収益」に計上しておりました「受取分配金」は、当連結会計年度より

「売上高」に含めて計上する方法に変更いたしました。
この変更は、受取分配金の獲得を主要な営業活動の一つとして位置付けたことに伴い、当社グループの営
業活動の成果を適切に表示するために行うものであります。
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（連結貸借対照表に関する注記）
1．受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、それぞれ以下
のとおりであります。
受取手形 452,374千円
売掛金 2,496,344千円
契約資産 446,733千円

2．有形固定資産等の減価償却累計額
有形固定資産 11,570,786千円
投資その他の資産(投資不動産等) 318,814千円

（連結損益計算書に関する注記）
期末棚卸高は収益性の低下による簿価切下げ後の金額であり、棚卸資産評価損122,028千円が売上原価に含
まれております。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 14,783,900株

2．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2021年５月13日
取締役会 普通株式 443,489 30.00 2021年３月31日 2021年６月14日

2021年11月12日
取締役会

普通株式 369,574 25.00 2021年９月30日 2021年12月３日

3．基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の
総額(千円)

配当の原資 １株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2022年５月13日
取締役会

普通株式 517,404 利益剰余金 35.00 2022年３月31日 2022年６月13日
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（金融商品に関する注記）
1．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達して
おります。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理を定めた規程に沿ってリスク低減を図っており
ます。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行ってお
ります。

2．金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

投資有価証券（注2）
その他有価証券 565,205 565,205 －

資産計 565,205 565,205 －
（注）1．「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「電子記録債権」、「支払手形及び買掛金」、「電子記録債

務」、「短期借入金」、「未払金」、「未払費用」、「未払法人税等」については、現金及び短期間で決済さ
れるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

2. 市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表
計上額は以下のとおりであります。

（単位：千円）
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 230,261

3．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品
（単位：千円）

時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券
株式 65,583 － － 65,583
債券 － 499,622 － 499,622

資産計 65,583 499,622 － 565,205
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプット説明

投資有価証券
株式については、活発な市場で取引されている上場株式であり、活発な市場における相場価格を用いて評価
しているため、レベル１の時価に分類しております。
債券については、将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指標を基に割引現在価値法により算定し
ており、レベル２の時価に分類しております。

（収益認識に関する注記）
1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

事業セグメント 合計情報システム事業 制御システム事業
パチンコホール向け製品等 12,249,416 － 12,249,416
サービス 6,398,116 － 6,398,116
遊技機メーカー向け表示・制御ユニット等 － 2,971,144 2,971,144
部品・その他 － 2,771,372 2,771,372
顧客との契約から生じる収益 18,647,533 5,742,517 24,390,050
その他の収益 － － －
外部顧客への売上高 18,647,533 5,742,517 24,390,050
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2．収益を理解するための基礎となる情報
当社グループは、下記の５ステップアプローチに基づき収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する
当社グループは、「情報システム事業」、「制御システム事業」を主な事業としております。これらの事業
から生じる収益は顧客との契約に従い計上しており、顧客との契約から生じる収益を理解するための情報
は、「3．会計方針に関する事項－(5)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

3．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）
当連結会計年度

期首残高 期末残高
顧客との契約から生じた債権 3,907,883 4,621,384
契約資産 288,372 446,733
契約負債 333,452 120,864
当連結会計年度に認識した収益のうち、期首時点で契約負債に含まれていた額は、313,423千円でありま
す。
契約資産は主に、制御システム事業における開発契約について、期末時点で一部又は全部の履行義務を果
たしているが、未請求の対価に対する当社及び連結子会社の権利に関するものであります。契約資産は、支
払に対する権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。また、契約負債
は、契約の履行に先立ち受領した対価であり、主に制御システム事業における開発契約に係る前受金であり
ます。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

（2）残存履行義務に配分した取引価格
当連結会計年度末時点で未充足（又は部分的に未充足）の履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の
認識が見込まれる期間別の内訳は以下のとおりであります。当該取引価格は、主に制御システム事業の開発
案件における未充足の履行義務に係る取引価格であります。

（単位：千円）
当連結会計年度

１年以内 262,845
１年超 －

合計 262,845
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（賃貸等不動産に関する注記）
1．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、東京都及び愛知県名古屋市において、賃貸用のマンション（土地を含む。）を有しております。

2．賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価
881,248 2,260,148

（注）1．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま
す。

2．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標
等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

（１株当たり情報に関する注記）
1．１株当たり純資産額 2,106円59銭
2．１株当たり当期純利益 83円13銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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個 別 注 記 表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

その他有価証券
市場価格のない
株式等以外のもの

時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない
株式等

移動平均法による原価法

（2）棚卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
商品・製品・原材料・仕掛品 主として総平均法による原価法
貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

2．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によ
っております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 ６～50年
工具、器具及び備品 ２～20年

無形固定資産 定額法によっております。
ただし、ソフトウエアの市場販売分については、販売可能期間（３年）、自社
利用分については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって
おります。

投資不動産等 定額法によっております。
ただし、不動産以外の資産については定率法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 15～47年
不動産以外の資産 ３～15年

3．引当金の計上基準
貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上しております。

役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年
度末に見合う分を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生した
翌事業年度から費用処理することとしております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額を費用処理しております。
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役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に充てるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を
計上しております。

製品保証引当金 製品販売後に発生する製品保証費用に備えるため、当該費用の見積額を計上し
ております。

4．重要な収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を
充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
① 情報システム事業部
情報システム事業は、主にパチンコホール向けコンピュータシステム、景品顧客管理システム、情報公
開システムの開発・製造・販売をしております。
これらのうち、製品設置を伴うものについては、主に顧客が当該サービスに対する支配を獲得する検収
時点において履行義務が充足されると判断しており、検収時点で収益を認識しております。
製品設置を伴わないものについては、出荷時から商品の支配が顧客に移転される検収時までの期間は通
常の期間であることから、出荷時に商品に対する支配が顧客に移転されるものと判断し、物品の出荷時点
で収益を認識しております。
② 制御システム事業部
制御システム事業は、主に、パチンコ遊技機用表示ユニット、制御ユニットの開発・製造・販売、パチ
スロ遊技機の企画・開発・製造・販売並びに遊技機に使用する部品の販売をしております。
これらのうち、物品販売は、主として商品の販売において、出荷時から商品の支配が顧客に移転される
検収時までの期間は通常の期間であることから、出荷時に商品に対する支配が顧客に移転されるものと判
断し、物品の出荷時点で収益を認識しております。
開発案件は、顧客に対する支配が継続的に移行するため、履行義務の充足に伴って収益を認識しており
ます。

5．重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要
件を充たしている場合には振当処理を採用しております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。
ヘッジ手段：為替予約
ヘッジ対象：製品輸入による外貨建買入債務及び外貨建予定取引

③ ヘッジ方針
外貨建取引においては、主に当社の内規である「為替リスクヘッジ運用規程」に基づき、為替変動リス
クをヘッジしております。なお、投機目的でのヘッジは行っておりません。
④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段の相場変動を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価して
おります。
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6．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。
・連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。ただし、「所
得税法等の一部を改正する法律」(2020年法律第８号)において創設されたグループ通算制度への移行及びグ
ループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度から
グループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月
31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号
2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法
の規定に基づいております。
なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人税並びに税
効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関
する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）を適用する予定であります。

（会計上の見積りに関する注記）
繰延税金資産の回収可能性
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産 382,664千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表に記載している内容と同一であるため、記載を省略しております。

（会計方針の変更）
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該
財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、製品の国内の販
売において、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出
荷時に収益を認識しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従
っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の
期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
この結果、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ171,146千円増加しており
ます。また、利益剰余金の当期首残高は66,086千円増加しております。
収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「売
掛金」は、当事業年度より「売掛金」及び「契約資産」に含めて表示し、「流動負債」に表示していた「前受
金」は、当事業年度より「契約負債」に含めて表示しております。
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(時価の算定に関する会計基準等の適用)
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企
業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が
定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、財務諸表に与える影響は軽
微であります。

（表示方法の変更）
（損益計算書）
前事業年度において、「営業外収益」に計上しておりました「受取分配金」は、当事業年度より「売上高」
に含めて計上する方法に変更いたしました。
この変更は、受取分配金の獲得を主要な営業活動の一つとして位置付けたことに伴い、当社グループの営
業活動の成果を適切に表示するために行うものであります。

（貸借対照表に関する注記）
1．有形固定資産等の減価償却累計額

有形固定資産 11,370,862千円
投資その他の資産(投資不動産等) 318,814千円

2．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
関係会社に対する短期金銭債権 107,718千円
関係会社に対する短期金銭債務 171,036千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 586,178千円
仕入高 1,472,204千円
販売費及び一般管理費 180,911千円
営業取引以外の取引高 55,411千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式 918 株
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
賞与引当金 72,110千円
棚卸資産評価損 171,133千円
貸倒引当金 3,555,263千円
減損損失 119,734千円
役員退職慰労引当金 124,462千円
会員権評価損 79,418千円
繰越欠損金 14,547千円
その他 267,239千円
繰延税金資産小計 4,403,910千円
評価性引当金 △3,996,321千円
繰延税金資産合計 407,588千円

繰延税金負債
資産除去債務 △19,332千円
その他有価証券評価差額 △5,591千円
繰延税金負債合計 △24,924千円
繰延税金資産の純額 382,664千円

（関連当事者との取引）
子会社及び関連会社等

属 性 会社等の
名称

議決権等
の所有

(被所有)割合
（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

子会社 ＤＡＸＥＬ
株 式 会 社

直 接
100.00

資金の援助
役員の兼任

資金の貸付
資金の返済

793,287
831,679 長期貸付金 11,335,266

（注）1．資金の貸付については、無利息としております。
2．ＤＡＸＥＬ株式会社に対する長期貸付金に対し、貸倒引当金（11,335,266千円）を計上しておりま
す。

（１株当たり情報に関する注記）
1．１株当たり純資産額 2,030円24銭
2．１株当たり当期純利益 71円75銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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